
コロナ禍で社会経済の発展にブレーキ、
危機からの復興の遅れ
　アフリカ諸国は国連加盟国数の4分の
１を占めており、国際政治上、重要な役
割を担っています。2050年には世界の
人口の4人に1人を占め※1、デジタル化の
進展により「リープ・フロッグ」が勃興し
ている有望市場としても注目を集めてい
ます。
　一方、アフリカの社会経済は、コロナ
禍による深刻な影響を受けており、マイ
ナス成長に転じました。貧困率も増加し
ています。加えて、ワクチン接種の遅れ
などから、経済復興のペースも遅れ、ウ
クライナ危機によるアフリカへの負のイ
ンパクト（特に食糧不足、物価の高騰）も
懸念されています。これらの脅威から脆
弱層を守り、アフリカの復興を後押して
いくことが重要となっています。

ポストコロナ時代の
新たな社会経済の構築に向けて
　JICAは2022年8月開催の第8回アフリ
カ開発会議（TICAD8）に向けて、「Towards	
a	resilient,	 inclusive	and	prosperous	
Africa」をスローガンに、強靭なアフリカ

の社会経済構築を目指す、JICAの協力の
方向性を示しました。また、「JICA世界保
健医療イニシアティブ」による保健分野の
協力をはじめ、イノベーションや民間の
活力を生かして各分野でコロナ禍による
社会的な負の影響を軽減する取り組みを
推進しています［➡P.19、P.34・35事例を参
照ください］。
　例えば、スタートアップ・エコシステ
ム※2構築のための二国間協力をケニア、
エチオピア、ナイジェリア、ルワンダな
どで展開するとともに、ウガンダでピッ
チイベント※3を開催しました。また、ア
フリカ連合開発庁（AUDA-NEPAD）と協
働し医療分野のアフリカ企業に対する経
営支援に取り組みました。その結果、注
射器などの製造を行うケニアの企業が、
民間投資家などから約700万ドルの資金
を調達し、事業の拡大が実現した事例も
あります。
　2021年12月には、ウガンダの国会で
JICAの長年にわたる同国に対する協力
を称える決議が採択されました。これは、
人と人のつながりを重視し、アフリカの
オーナーシップを尊重するJICAの取り
組み姿勢が評価されたものです。

※1　United Nations, “World Population 
Prospects 2019”
※2　若手起業家と、投資家、教育機関、関
係省庁などの多様な関係者がつながり合い、
新規ビジネスを立ち上げるための環境基盤。
※3　ベンチャー企業やスタートアップ企業
が集まり、投資家などに対して自社の製品や
サービスを短時間で紹介する催し。

ウガンダ：JICAの協力を称えるウガ
ンダ国会決議の様子。1980年代半ば
から20年以上にわたる内戦の影響を
受けたウガンダ北部地域への復興支援
をはじめ、人への投資、ウガンダの自
立的発展に焦点を当てたJICAの協力
が称えられた

［写真：the Parliament of Uganda］
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アフリカ
2021年度事業規模 合計

1,001.19億円

パンデミック後の強靭で包摂的な社会経済の構築に向けて

技術協力

382.03億円
有償資金協力

354.97億円
無償資金協力

264.20億円

国別事業規模
タンザニア 392.45億円 
ガーナ 63.06億円 
ケニア 56.20億円 
マラウイ 49.45億円 
ジブチ 40.95億円 
セネガル 34.77億円 
モザンビーク 23.90億円 
ルワンダ 22.03億円 
ウガンダ 20.56億円 
マダガスカル 18.48億円 
南スーダン 17.66億円 
エチオピア 17.07億円 
ザンビア 16.86億円 
コンゴ民主共和国 16.84億円 
スーダン 12.82億円 
コートジボワール 12.71億円 
ナイジェリア 9.33億円 
カメルーン 8.86億円 
ブルキナファソ 8.30億円 
南アフリカ共和国 6.36億円 
アンゴラ 2.86億円 
その他28カ国 149.64億円 

（注）JICA在外事務所所在国のみ国名を表記。
事業規模についてはP.39「地域別事業規模」
の注記を参照。なお、四捨五入の関係上、合
計が一致しないことがあります。
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https://www.jica.go.jp/TICAD/ja/index.html



